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​適正就学の取り組みについて​

​札幌市教育委員会　　​

​学びの支援担当課　​

​　札幌市教育委員会では、児童生徒の安全確保や身体的負担等を総合的に考慮して通学区​

​域（校区）を設定し、就学すべき学校を指定しています。​

​　特定の学校への就学を目的として、居住実態のない虚偽の住所を届け出る行為は「住民​

​基本台帳法違反」にあたります。札幌市では適正な就学環境を維持するため、不適正な就​

​学に対して以下の通り厳正に対処いたします。​

​記​

​1.​​虚偽の住民登録（不正就学）とみなされる具体例​

​　以下のような行為は住民基本台帳法違反となります。いかなる理由があっても認​

​められません。​

​(1)​​部活動が強い学校に入学するため、実際には居住しない校区内のアパート等の部​

​屋や住宅を借りて住民登録をする行為。​

​(2)​​友人と一緒の学校に入学するため、実際には同居しない校区内の友人宅や親戚宅​

​などに同居人として住民登録をする行為。​

​(3)​​上記のように住民登録を偽り、実際には転入前の住所地など、校区外の住宅など​

​から通学する行為（融資などの事由によるものは除く）。​

​2.​​居住実態がないと判断した場合の措置​

​　住所地に居住実態がないことを確認した場合は、直ちに本来の通学区域の学校へ​

​の転校手続きを取ります。​

​(1)​​入学前の居住確認​

​入学直前に住民票を異動し、入学後一定期間で元の住所に戻すなど、居住の事​

​実に不自然な点や疑わしい点がある場合は、詳細な事情の聞き取りや居住確認を​

​実施します。​

​(2)​​居住実態を証明する書類の提出要求​

​入学後、一定期間で元の住所に戻ったことが判明した場合には、実際に生活し​

​ていたことを確認するため、該当期間の電気・ガス・水道などの公共料金の支払​

​証明書などの提出を求めます。​

​(3)​​本来の通学区域の学校への転校​

​調査の結果、住民登録地に生活の実態がない（虚偽の登録である）と判明した​

​場合は、実際に生活している住所地の校区の学校へ直ちに転校していただきま​

​す。​

​【お問い合わせ先】​

​札幌市教育委員会 学びの支援担当課 学びの支援係​

​TEL：011-211-3821​


